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規模の拡大、複製可能のモデルの二つが必要である。そして、システムとして対応できる社内体制が欠かせないが、そのためには企業戦略に沿った計画と承認プロセスを経て実現しなくてはならない。明確な目的を先に提示してから検討を始めることは最終的にＢＯＰビジネスが持続す かどうかを決定する大きな 因な だ。
第二に、社会性に対してどのような目的







ためには、 「その企業にとっての『成功』とは何か」が反映される。なぜＢＯＰビジネスを実施しなければならないのか、なぜＢＯＰビジネス以外では達成でき いのか、どの程度何に対する効果を得られれば「成功」と呼ぶのか。こうした疑問に答え、目的を明確にしなければＢＯＰ は迷走し、失敗を生む。
第一に、収益性に対して企業自身が目的
を明確にすることは重要である。ビジネスである限りは収益が必要と考えるのは当然だが、収益性 こだわりすぎると、諸条件で折り合いがつかず、事業実施に至らずに終わる。また、ＣＳＲや社会貢献の観点だけで事業に着手す 場合 担当者個人による意志決定や俗人的な関係性からビジネスが構築されることが り、この場合、一定規模を超えて拡大することを目指 ことは非常に難しくなる。単価 小さいＢＯＰビジネスを収益的に持続可能にするには、
ＯＰビジネスへの期待が大きく膨らんできた背景には、二〇〇八年秋以降の金融危機における先進国の売り上げが冷え込んだことがある。途上国における売り上げが安定的に増え続いている、食品、日用消費財や車両などの分野では、途上国市場の存在感が増してきている。二〇〇九年に入ってから「新興国市場チーム」を結成する日本企業もあり、この市場 本腰を入れ始める段階にある。
一方で、ＣＳＲや社会的なミッションに








やＣＳＲ活動だけでは、新聞や情報 入手しマクロ的に企業を比較できる有識者や富裕層の人々にしか訴求す ことは き い。識字率が低く、情報 入手す 手段もないＢＯＰ層にとっては、ＢＯＰ層の便益に直接つながる活動を行う以外 、自社が貧困を脱出するための支援者であることを知ってもらう機会はない。
多国籍企業は「責任あるビジネス」とし
てコミュニティといかに対峙するかを問われ始めている。例えば、製品加工や原料調達を行うサプライヤーとして生産のバリューチェーンに入ることもできる。家庭内の縫製労働や個人農家との契約を行えば、中間業者を通すことなくＢＯＰ層と対峙し彼らが持つ課題 共有できる。商品販売のディストリビュータ として販売のバリューチェーンに入ることも 小規
事例として、現地の企業と自社の強みを
いかし協働・連携することでＢＯＰビジネスに期待する目的を果たす手法がある。例えば、ダノン・グループは現地のソーシャルビジネスの担い手と常に資本提携関係を結び、知見を集約する、というパターンを確立して来た。前述のグラミン銀行が行う社会的事業に対し が出資し、グラミン・ダノン・フーズ有限会社を設立した。グラミン銀行からの顧客である貧困層のうち、乳牛 よるビジネスを行っている人々から牛乳を買い取り、それを原材料とし、特別に栄養価 高くしたヨーグルトを生産する。生産工場は小規模で農村地域に設立され、周辺の貧困層を雇用する。販売はやはりグラミン銀行の顧客である貧困層が、フランチャイズビジネスとして販売を行う。都市部では一二タカ（一五円） 、貧困層の多い農村部では六～八タカ（一〇円程度）で提供す 。
ダノン・グループは、自社の販売網だけ
でＢＯＰ層にリーチすることは不可能 割り切り、マイクロファイナンス機関であるグラミン銀行のデータと知見、ネットワークを重視した。一方で、ダノンのヨーグルトに関する知見を提供した。ダノンの名はグラミン銀行とともに広まり ブラ ド構築にかかるコストも抑えられた。ダノンは直接的な収益を目的 せず こうした副産物こそ事業単体からの収益よりも価値があると判断した。そして社会性の観点で理念
ジネスの実施主体者とはならず、投資や協力といった形に留まることが多いからである。
現地企業によるＢＯＰビジネスは、前述
のグラミン銀行やバングラデシュの大規模ＮＧＯであるＢＲＡＣのようなアクターおり、法人形態は問わない。最終目的は社会的な課題解決であり、ビジネス単体収益は副産物である。よって、成功の指標は商品・サービスを届けることができた貧困層の数であり、商品やサービスに求められる要件は必ず貧困層の生活に利便性や収益性を必ずもたらすものである。これらのビジネスは多国籍企業のビジネスに比べ ば、規模も小さく、機動的、柔軟 り、投資家の顔よりも顧客である を大切 する。
一方、多国籍企業は貧困層以外にも顧客



















ること自体は、オペレーションを煩雑にし、それぞれの小粒 ビジネスに対す 細心ケアが必要になる。ＢＯＰ層が自らの農業生産物や家庭内で製造した衣服などを管理して出荷する、または、ＢＯＰ層が商品を販売して歩く、という個々のビジネスこそ持続可能性がなければ、最終的に彼らを貧困から脱却させる支えにはならず、貧困を増加させるだけである。個々のビジネスの収益率が悪いとしても、多国籍企業側が一方的に管理し命令するのではなく ＢＯＰ層と共に収益率をあげるための工夫を考える必要がある。なぜなら多国籍企業が気づかない現場のボトルネックが存在してい可能性が高く、それを知っているのはＢＯＰ層のみだからである。
ＢＯＰビジネスに関するすべての失敗の
原因は、こ ケアにかかるコスト 非常に大きく、諸々の小さな事業に対する評価、アドバイスなどの作業に係るコストを下げることができないことだ。社会性を重視すれば、ケアを綿密に行う必要 あ コストがかさみ、結局非営利活動として本業と
